
　この重要事項説明書では、事業所の概要や事業者が提供する『居宅介護支援』に係るサー

ビスの内容、ご利用に際してご注意いただきたい事柄についてご説明します。

１、担当する介護支援専門員

担　当　者

連　絡　先 TEL．０７８－８８２－１２９４

２、事業所の概要

　灘在宅福祉センター

　神戸市灘区琵琶町２丁目１－２７

　TEL　078-882-1294

　FAX   078-882-0833

　月曜日～金曜日の午前８時４５分～午後５時４５分

　　（休日）　土曜日、日曜日、１２月30日～１月3日の間

　神戸市灘区、東灘区

３、運営法人の概要

　社会福祉法人　鶯園　（うぐいすえん）

　岡山県津山市瓜生原３３７－１

　TEL 　０８６８－２６－０８８８

　FAX 　０８６８－２６－０１４４

　https://uguisuen.or.jp

　社会福祉法人　

　理事長　　小　林　和　彦

　昭和４８年　３月１６日

　（神戸市内）

　・特別養護老人ホーム　４カ所 ・ｼｮｰﾄｽﾃｲ事業所　４カ所

　・居宅介護支援事業所　１カ所 ・通所介護事業所　２カ所

　・グループホーム　１カ所 ・ケアハウス　１カ所

　・その他、在宅福祉・地域福祉に資する事業の運営等

法 人 種 別

代 表 者

設 立 年 月 日

法人が運営する
他の事業

管 理 者   小田　英男

事 業 者 名

所 在 地

連 絡 先

ホ ー ム ペ ー ジ URL

所 在 地

連 絡 先

開 設 年 月 日 平成１８年　４月　１日

営 業 日 ・ 営 業 時 間

サービスを提供する地域

社会福祉法人　鶯園
灘在宅福祉センター　居宅介護支援事業

重　要　事　項　説　明　書

事 業 所 名

介護保険事業所番号 2 8 7 0 2 0 1 3 3 8
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４、事業の目的・運営方針

５、職員の体制及び職務内容

６、提供する居宅介護支援サービスの内容

契約書本文第４条～第７条に定める利用者に提供するサービスの内容は次のとおりです。

　（１）利用者のお宅を訪問し、利用者やご家族等に面接して

　　必要な情報を収集し、解決すべき課題を把握します。

　（２）自宅周辺地域において居宅サービス事業者が実施して

　　いるサービスの内容、利用料金等の情報を利用者やご家

　　族等に適正に提供し、利用者がサービスの選択を行える

　　よう努めます。

　（３）居宅サービス計画に位置付けるサービス事業所について

　　利用者が複数の事業所の紹介を求め、選択することが可能で

　　あることを説明します。

　（４）提供するサービスが目指す目標、目標の達成時期、サ

　　ービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ居宅サー

　　ビス計画の原案を作成します。

　（５）居宅サービス計画の原案に位置付けた介護サービス等

　　について、その種類、内容、利用料等を説明します。

　（６）居宅サービス計画に当該サービス事業所を位置付けた

　　理由を求めることが可能であることを説明します。

　（７）正当な理由なく、特定の介護サービス等への偏りがない

　　ように情報提供します。

内　　　容 提　　　供　　　方　　　法

居宅サービス計画の
作成

主任介護支援専門
員

１名以上
　定期的な会議を主催する等、介護支援専門員の専門性の向
上や適切なケアマネジメントの実施を監督する。

介護支援専門員 １名以上
　居宅サービス計画の作成、サービス事業者との連絡調整、
相談・苦情の窓口。

運営方針

　居宅介護支援は、利用者の要介護状態の軽減もしくは悪化を防止し、

又は要介護状態になることを予防するよう行うとともに、利用者が可能な

限り居宅においてその有する能力に応じ、自立した日常生活が営めるよ

う配慮して行います。また、居宅介護支援の提供にあたっては、常に利用

者の立場に立って公正中立に行い、介護保険法令を遵守します。

職　種 人　数 職　務　内　容

管　理　者 １名
　事業所の統括、相談・苦情の解決。主任介護支援専門員を
配置。

事業の目的

　利用者がその有する能力に応じ、可能な限り居宅において自立した日

常生活を営むために必要な居宅介護サービスを利用できるよう、居宅

サービス計画を作成するとともに、その計画に基づいて適切な居宅サー

ビスが提供されるよう、居宅サービス事業者等との連絡調整やその他の

便宜の提供を行うことを目的とします。
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　（８）厚生労働大臣が定める生活支援を主とする訪問介護の回数

　　を位置付ける場合は、必要性を居宅サービス計画へ記載し、

　　市へ届け出ます。

　（９）居宅サービス計画の原案について利用者やその家族等

　　と協議した上で居宅サービス計画を決定し、文書による同

　　意を得ます。

　(１０)居宅サービス計画作成数に対して通所介護（地域密着含む）

　　、訪問介護、福祉用具貸与のそれぞれの利用割合と、同一の

　　事業者が提供した割合を、ご希望があれば、文書にてお知らせ

　　します。

　（１）利用者の心身の状況の把握に努め、適切な居宅介護支援

 　　を実施するために、少なくとも一月に１回以上の頻度で、利用者

 　　宅を訪問し、面接を行い、内容を記録します。

　（２）利用者の同意と、状態安定、意思疎通が可能、担当者からの

　情報提供という内容を主治医等の関係者から合意を得れば、

  2ヶ月に1回利用者宅を訪問し、訪問しない月はパソコンや

　タブレット等による面接を行い、内容を記録します。

　（１）利用者又はその家族、及びサービス事業者等と毎月連

　　絡をとり、サービスの実施状況の把握に努めます。

　（２）利用者の心身状況とサービスの提供により得られた効

　　課について評価を行い、適切な居宅サービス計画の作成

　　に努めます。

　（３）サービス事業者との意識の共有を図る為、サービス事業

　　者から個別サービス計画の提出を求めます。

　（１）効果的で質の高い介護サービス及び居宅介護支援サ

　　ービスを提供するために、介護サービス事業者や主治医

　　等からの専門的な意見を聴取するサービス担当者会議を

　　開催します。

　（２）サービス担当者会議は、利用者の要介護認定の更新や

　　変更に合わせて実施するとともに、利用者の心身状況の

　　変化に応じて適宜行います。

　（３）サービス担当者会議は、感染症防止等のため、パソコンや

　　タブレット等を活用して実施する場合があります。利用者又は

　　その家族が出席する場合は同意を得た上で実施します。

　利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合または事

 業者が居宅サービス計画の変更が必要と判断した場合には、

 利用者と居宅サービス計画の内容を協議した上で居宅サー

 ビス計画の変更を行います。

　（１）利用者の意思を踏まえ、要介護認定等の申請に必要な

　　協力を行います。

　（２）利用者の要介護認定有効期間満了の３０日前までには

　　要介護認定の更新申請に必要な協力を行います。

利用者宅への訪問

サービス実施状況の
把握及び評価

サービス担当者会議
の実施

居宅サービス計画の
変更

要介護認定等に係る
申請の援助

内　　　容 提　　　供　　　方　　　法

居宅サービス計画の
作成
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　利用者は、居宅介護支援サービスの実施記録を閲覧し、複

 写物の交付を受けることができます。

　（１）利用者は、担当する介護支援専門員の変更を希望する

　　ことができます。

　（２）事業者は、異動や退職等を理由に、担当する介護支援

　　専門員を変更する場合があります。この場合、利用者に対

　　して文書を交付し同意を得ます。

　（１）介護支援専門員は、利用者からの介護保険や介護等に

　　関する幅広いご相談に応じます。

　（２）介護支援専門員は、利用者の財産管理や権利擁護につ

　　いて問題が発生し、第三者による援助が必要と認められる

　　場合には、利用者の依頼に基づいて関連機関への連絡等

　　の援助を行います。

７、サービスの利用料および利用者負担

　（１）居宅サービス計画の作成・変更、サービス事業者との連

　　絡調整、その他相談や説明に際しては、原則として利用者

　　の負担はありません。

　（２）利用者が介護保険の保険料を滞納する等により、保険

　　給付を受けられない状態にある場合には、１ヶ月あたり以下

　　の料金をお支払いいただきます。この場合、事業者は、利

　　用者に対してサービス提供証明書を発行いたしますので、

　　保険給付が再開された場合には、保険者からお支払いい

　　ただいた料金の還付を受けることができます。

　（１）交通費

サービス提供実施地域（神戸市灘区、東灘区）以外の地域

に訪問・出張する場合には、実費相当の交通費をお支払い

いただきます。

　（２）申請代行料

要介護認定の申請代行に係る費用については、無料です。

介護支援専門員の
変更

そ　の　他

居宅介護支援に係る
費用

そ　の　他　の　費　用

サービス提供記録の
閲覧・交付
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８、特定事業所加算（２）取得事業所の実施内容

　専門性の高い職員を配置し、質の高いケアマネジメントを

提供することを目的とします。

　主任介護支援専門員及び複数の常勤専従である介護支援

専門員を配置します。

　概ね週１回以上の会議を開き、次に掲げる事柄を検討し、そ

の記録を５年間保存します。なお、感染症防止等のため、パソコン・

　（２）過去に取り扱った事例についての問題点及びその改善

　　策の検討をします。

　（３）地域における、利用者が活用できる事業者や社会資源

　　の状況把握をします。

　（４）保健医療及び福祉に関する諸制度の情報共有をします。

　（５）ケアマネジメントに関する技術の検討と共有をします。

　（７）その他必要な事柄。

　利用者、その家族またはそれらを取り巻く環境の変化により

迅速な対応を行う必要があるなどの場合には、担当の介護支

援専門員または連絡可能な介護支援専門員への速やかな連

絡相談が可能な体制を確保します。

　介護支援専門員に対して、目標、内容、研修期間、実施時期

等を計画的に定めた研修を実施します。

　地域包括支援センターとの連携を普段から図り、積極的に

支援困難な利用者を受入れ、居宅介護支援を行います。

　運営基準及び当該加算算定要件を遵守し、公平中立で適切

なケアマネジメントを行います。

　法定研修等における実習受入事業所となるなど人材育成への

協力体制を整えます。

（１）他法人が運営する居宅介護支援事業者と共同の事例検討会

・研究会等を実施します。

（２）ヤングケアラ―、障害者、生活困窮者、難病患者等の知識等に

関する事例検討会、研修等へ参加します。

　必要に応じて、介護保険外の保健医療サービスまたは福祉

サービス、住民主体による生活支援のサービス等を位置付けた

居宅サービス計画を作成します。

９、地域ケア会議への協力

　　　利用者が住み慣れた地域で尊厳のある、その人らしい生活を継続できるように、

　　一人では解決できない困りごとをみんなで考える場である地域ケア会議において、

　　事例の提供の求めがあった場合は、これに協力するよう努めます。

１０、契約の更新・終了・途中解約

（１）契約終了と自動更新

　　　本契約は、要介護認定の有効期間の満了日をもって終了することとなります。但し、

　　有効期間満了日の３０日前までに、利用者から契約を終了する旨の申し出がない場合

　　には、本契約は次の要介護認定の有効期間まで自動的に更新されます。

　　　尚、利用者が死亡した場合や介護保険施設に入所した場合においては、本契約は

　　要介護認定の満了日を待たずして終了となります。

計画的な研修

地域包括支援センター
からの支援困難ケースの

受入れ

関係法令・基準等の遵守

人材育成への協力体制

事例検討会等

介護保険外サービスの
活用

定期的な会議

タブレット等を活用して行う場合があります。

定期的な会議

　（１）現に抱える支援困難事例についての処遇方針の検討をします。

　（６）利用者からの苦情の内容及び改善方針の検討と共有をします。

24時間の連絡相談体制

目　　的

職員の配置
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（２）契約期間途中での解約

　　　本契約は、契約期間途中であっても、利用者から解約を希望する旨の申し出があっ

　　た場合には解約することができます。

　　　尚、解約の場合は、新たに居宅介護支援サービスを提供する事業者への引き継ぎ

　　等、利用者が介護サービス等を滞りなく利用するための手続きが必要となりますので、

　　解約日や新たな事業者との契約開始日にはご注意ください。

１１、その他運営に関する留意点

（１）職員の体制・資質の向上

　　　当事業所は、社会的使命を充分に認識し、職員の資質の向上を図るために研修や

　　研究の機会を設け、また適切な業務体制を整備します。

（２）プライバシーの保護

　　　当事業所は、利用者にサービスを提供する上で知り得た情報は、契約期間中はも

　　とより、契約終了後においても、決して第三者に漏らすことはありません。

　　　また、利用者やその家族等に関する個人情報が含まれる記録物等に関しては、管

　　理者の注意をもって管理を行い、処分の際にも漏洩の防止に努めます。

　　　但し、当事業所がサービスを提供する際には、介護サービスの利用調整やサービス

　　担当者会議等において、利用者およびその家族等の個人情報を利用します。そのた

　　め、当事業所は個人情報の利用に関する同意を文書で得ます。

　　（　別紙の同意書に記名押印をいただきます。　）

（３）虐待防止の措置

　　　当事業所は、虐待の防止に努めるため、虐待防止の指針を整備し、「虐待防止検討

　　委員会」を設置するとともに、担当者を選任します。委員会は併設する事業所と共同で

　　開催し、検討結果を職員に周知徹底します。また、職員への研修を年1回以上実施

　　します。なお、居宅介護支援の提供中に、虐待を受けたと思われる利用者を発見した

　　場合は、「高齢者虐待防止法」に基づき、速やかにこれを市に通報します。

（４）業務継続計画（BCP）の策定等

　　　当事業所は、感染や災害が発生した場合であっても、居宅介護支援の継続的な提供

　　の実施、及び早期業務再開を図るための計画を策定し、必要な研修や訓練を併設する

　　事業所と共同で、「感染症の予防及びまん延の防止」と一体的に行います。

（５）感染症予防及びまん延防止のための措置

　　　当事業所は、感染症の予防及びまん延の防止に努めるため、指針を規定し、「感染症

　　対策委員会」を設置し、担当者を選任します。委員会の開催と必要な研修、訓練は併設

　　する事業所と共同で実施します。

（６）身体拘束の適正化

　　　当事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、以下の点に留意した上で必要な措置を

　　講じます。

　　・利用者又は他の利用者等の生命や身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

　　身体拘束等を行いません。

　　・身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急 

　　やむを得ない理由を記録することを義務とします。
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１２、事故発生時の対応

　　　利用者の居宅への訪問中に、利用者の体調に急変が生じた場合は、主治医に連絡

　　をとる等の必要な措置を講じます。

　　　また、当事業所の責めに帰すべき事由により賠償すべき事故が発生した場合には、

　　誠意をもって速やかに対応します。

　　　当事業所の介護支援専門員については、必要な研修を行い、事故発生防止に努め

　　ます。

１３、損害賠償について

　当事業所の責めに帰すべき事由により、利用者に対して賠償すべき事由が発生した

場合は、契約書本文第１６条に基づき金銭等により賠償を行います。当事業所は以下の

内容で、損害賠償保険に加入しています。

　(１)加入保険名

　ひょうご福祉サービス総合賠償制度（引受幹事保険会社：三井住友海上火災保険（株））

　（２）賠償できる事項

　対人事故、対物事故、担当者による経済的損失、人格権侵害、預かった金品の盗難や

　破損など。

１４、サービスの苦情相談窓口

（１）当事業所は、提供したサービスに苦情がある場合、または作成した居宅サービス計

　画に基づいて提供された居宅サービスに関する苦情の申し立てや相談があった場合

　は、速やかに対応を行います。

　　当事業所は、苦情・相談等に対応する窓口担当者および解決責任者を設けています。

（２）円滑な処理を行うための体制と手順

　①窓口担当者が受理した苦情等は、その内容等を受付担当者が苦情処理簿に記録し

　　ます。その場で解決可能な事柄であっても、必ず解決責任者に連絡し処理内容を決

　　定します。他のサービス事業者等に関する事柄については、当該事業者に連絡し、そ

　　の内容、結果を記録します。

　②上記をもってしても苦情等の解決を行えない場合については、事業所内で苦情処理

　　会議を開催し、早期の解決に努めます。

　③苦情の内容によっては、行政窓口または国保連合会窓口を紹介し、それらから指導

　　等を受けた場合はその指示に従います。

＜　当事業所の苦情相談窓口・解決責任者　＞

窓口担当者 　介護支援専門員　：沖智恵子、小出理津子、田中知恵、岡本百合子

解決責任者

　TEL　０７８－８８２－１２９４

　FAX　０７８－８８２－０８３３

（受付時間：月～金８：４５～１７：４５　※時間外は転送となります）

　管　　理　　者　　　：　小田　英男

連　絡　先
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＜　公的機関の苦情相談窓口　＞

　兵庫県国民健康保険団体連合会 　連絡先　：　０７８－３３２－５６１７

　介護サービス苦情相談窓口 　（受付時間　：　平日　　８：４５～１７：１５）

　神戸市福祉局監査指導部 　連絡先　：　０７８－３２２－６３２６

　連絡先　：　０７８－３２２－６７７４

１５、保険者との連携について

（１）利用者が正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わず、要介護状態等

　　の程度を悪化させたと認められるときや、偽りその他不正な行為によって保険給付を

　　受け、または受けようとしたときには、遅滞なく意見書を付して担当所轄部署へ通知

　　します。

（２）利用者に対する居宅介護支援サービスの提供により、事故等が発生した場合には、

　　速やかに担当所轄部署に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

（３）利用者からの苦情・相談の処理に当たって、必要な場合には担当所轄部署への連

　　絡・協議を行い、速やかな解決に努めます。

１６、他の保健・医療・福祉サービスとの連携について

（１）当事業所においてサービスの提供が困難な場合には、他の指定居宅介護支援事業

　　者の紹介、その他必要な便宜を図ります。

（２）要介護者の様々なニーズに対応するため、介護保険対象事業所のみならず、高齢

　　者介護・福祉における関係機関と連携し、支援体制を構築するよう努めます。

（３）苦情・相談の受付け時や事故発生時においては、他のサービス提供主体、主治医

　　等との連絡・連携に努め、適切な措置を講じます。

（４）居宅サービス計画作成において主治医等の意見を求めた際には、意見を求めた

　　主治医等へ当該居宅サービス計画を交付します。

（５）モニタリングやサービス事業者から得た利用者の心身又は生活状況に係る情報を

　　介護支援専門員が必要と判断した場合は、主治医、歯科医、薬剤師に伝え助言を

　　受けます。

（６）利用者が病院等へ入院した際に、病院等へ担当する介護支援専門員の氏名、連絡先

　　を伝えるよう協力を求めます。

（７）障害福祉サービス利用者が介護保険サービスを利用する場合、障害福祉制度の

　　相談支援専門員と連携します。

１７、要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項の説明
　

付属の別紙のとおりとします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

　神戸市消費生活センター
（契約についてのご相談）

　連絡先　：　０７８－３７１－１２２１

　（受付時間　：　平日　　９：００～１７：００）

　（受付時間　：　平日８：４５～１２：００、１３：００～１７：３０）

　高齢者虐待通報専用電話

（神戸市福祉局監査指導部内） 　（受付時間　：　平日８：４５～１２：００、１３：００～１７：３０）
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　居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して本書面（及び付属別紙）に

基づいて重要事項の説明を行いました。

令和　　　　年　　　　月　　　　日

事　業　者 神戸市灘区琵琶町２丁目１－２７

名 称 灘在宅福祉センター

管理者 印

説明者氏名

　私は、本書面（及び付属別紙）により事業者から重要事項の説明を受けました。

令和　　　　年　　　　月　　　　日

利用者（または代理人） 住　所

氏　名

　※代理人を選任する場合、別途「委任状」が必要となります。代理人が委任を

　　　受けた範囲内で行う行為の効果は、利用者本人に帰属します。

　利用者は、身体の状況等により署名ができないため、利用者本人の意思を確認の上、

私が利用者に代わって、その署名を代筆いたします。

住　所

氏　名

（利用者との関係：　　　　　　　　　　　　　　　　）

所在地

小田　英男

     代筆者署名
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（　付属別紙　）

要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する重要事項

　利用者が要介護認定申請後、認定結果がでるまでの間、利用者自身の依頼に基づいて、

介護保険による適切な介護サービスの提供を受けるために、暫定的な居宅サービス計画の

作成によりサービス提供を行う際の説明を行います。

１、提供する居宅介護支援サービスについて

　　　利用者が要介護認定までに、居宅サービスの提供を希望される場合には、この契約の

　締結の日から１０日以内に居宅サービス計画を作成し、利用者にとって必要な居宅サービ

　ス提供のための支援を行います。

　　　居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の要介護認定の結果を

　　上回る過剰な居宅サービスを位置づけることのないよう配慮しながら計画の作成に努めま

　　す。

　　　作成した居宅サービス計画については、要介護認定後に利用者等の意向を踏まえ、適

　　切な見直しを行います。

２、要介護認定後の契約の継続について

　　　要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確認を行います。

　　　このとき、利用者から当事業所に対してこの契約を解約する旨の申し入れがあった場合

　　には、契約は終了します。

　　　また、利用者からの解約の申し入れがない場合には、契約は継続しますが、契約書別

　　紙２に定める暫定的な居宅介護支援に関する内容については終了します。

３、注意事項

　　　要介護認定の結果が不明なため、利用者は以下の点にご注意いただく必要があります。

（１）要介護認定の判定結果が自立（非該当）になった場合には、要介護認定前に提供された

　　居宅サービスに関する利用料は、保険給付の対象とはならず、費用の全額を利用者が負

　　担することとなります。

（２）要介護認定の結果、認定前に提供されたサービスの内容が、認定後の区分支給限度額

　　を上回った場合には、保険給付の対象とならないサービスが生じることとなります。この場

　　合、保険給付されないサービスに係る費用の全額を利用者が負担することとなります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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（　付属別紙　２　）
償還払いで指定居宅介護支援の提供を受ける場合の料金表

　償還払いで指定居宅介護支援の提供を受けた場合に掛かる費用は以下のとおりです。
　１．要介護度に応じた「基本のサービス費」が掛かります。
　２．当事業所が加算要件を満たしている場合、「特定事業所加算（２）の費用が掛かります。
　３．「初回加算」以下の加算項目の費用については、当事業所を初めて利用する場合や利
　　　用者の心身状況や環境に応じて事業所が必要な情報提供を行った場合などに掛かりま
　　　す。
　４．償還払いで指定居宅介護支援の提供を受ける場合には、担当の介護支援専門員が説
　　　明します。

基本のサービス費

特定事業所加算（２）

初回加算

入院時情報連携加算（１）

入院時情報連携加算（２）

退院・退所加算（1）イ

退院・退所加算（2）ロ

退院・退所加算（3）

通院時情報連携加算 542円
利用者の診察に同席し、医師又は歯科医師へ利用者の心身の状況や生活
環境等の必要な情報提供を行い、医師又は歯科医師から利用者に関する
必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合

ターミナルケアマネジメント加算 4,336円

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方針に関する当
該利用者又はその家族の意向を把握した上で、その死亡日及び死亡日前
14日以内に２日以上居宅を訪問し心身状況を記録し、主治医及び居宅
サービス計画に位置付けたサービス事業者に提供した場合算定。算定に
当たっては「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガ
イドライン」等の内容に沿った取組を行う

緊急時等居宅カンファレンス加算 2,168円
病院又は診療所の求めにより当該病院又は診療所の職員と共に利用者の
居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利用
調整を行った場合

退院・退所加算（2）イ 6,504円
病院等の職員から利用者に係る必要な情報提供をカンファレンス以外の方
法により２回受けていること

8,130円

病院等の職員から利用者に係る必要な情報提供を２回受けており、うち１回
はカンファレンス（福祉用具貸与見込みの場合は福祉用具専門相談員や
作業療法士等が参加。また、パソコン・タブレット等の活用も利用者等の同
意あれば可）によること

9,756円

病院等の職員から利用者に係る必要な情報提供を３回以上受けており、う
ち１回はカンファレンス（福祉用具貸与見込みの場合は福祉用具専門相談
員や作業療法士等が参加。また、パソコン・タブレット等の活用も利用者等
の同意あれば可）によること

2,168円
病院又は診療所に入院した日を含む３日以内（時間外・休業日は翌日含
む）に、当該病院又は診療所の職員に対して必要な情報提供を行った場
合。

4,878円
病院等の職員から利用者に係る必要な情報提供をカンファレンス以外の方
法により１回受けていること

退院・退所加算（1）ロ 6,504円

病院等の職員から利用者に係る必要な情報提供をカンファレンス（福祉用
具貸与見込みの場合は福祉用具専門相談員や作業療法士等が参加。ま
た、パソコン・タブレット等の活用も利用者等の同意あれば可）により１回受
けていること

4,563円 『重要事項説明書』８、特定事業所加算（２）取得事業所の実施内容による

3,252円 新規として取り扱われる計画を作成した場合

2,710円
病院又は診療所に入院した日の内（時間外・休業日は翌日）に、当該病院
又は診療所の職員に対して必要な情報提供を行った場合。

11,772円 15,295円

加算 金額 算定要件

要介護１、２ 要介護３、４、５
備考

費用の額 費用の額
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